
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた県の基本方針 

 

新型コロナウイルス感染症対策の神奈川県対処方針に定める「県機関における取組」

については、次のとおりとする。 

 

１ 全庁を挙げた対策の実施 

全部局・任命権者が新型コロナウイルス感染症神奈川県対策本部体制の下、急

を要しない事業の中止や見直しを徹底するとともに、全庁共通業務などの内部管

理事務の改善・簡素化を進め、医療提供体制の維持、医療・福祉従事者への支援

や県内経済の安定に向けた取組などの業務に注力する。 

 

２ 新しい生活様式の定着に向けた取組 

(1) 職員向け対策 

・ 職員一人ひとりが、日常の感染予防対策に努めるとともに、すべての所属

において換気や消毒など職場の感染予防対策に努める。 

・ テレワーク等を率先して実施することにより、職場の出勤者の減少や交通

機関の混雑緩和を図り、身体的距離を確保した環境づくりに努める。 

・ オフィスへの通勤や対面での業務を前提としない働き方を継続していくた

め、押印の廃止に向けた取組など、電子化・オンライン化を推進する。 

・ なお、これらの対策の具体的な対応については、状況の変化に応じて、適

宜通知により周知徹底を図る。 

(2) 県民利用施設（＊入所施設を除く） 

当面の間、原則休館することを基本とし、個々の施設の実情に応じて適切な対

応を図る。その状況については、別途県のホームページで広く周知する。 

(3) 県民等への対応 
県民や事業者の皆様ができるだけ来庁しなくてすむように、県への提出物等に 
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ついて、郵送やインターネットによる提出を周知・要請する。 
また、県民や事業者の皆様が来庁した場合に備えて、窓口における透明間仕切

りシートの設置などの感染症防止対策を実施する。 
業務上やむを得ず、県民や事業者等の相手方へ訪問する際には、最低限の人数・ 

時間とし、感染症の拡大防止対策に十分留意した上で行う。 

３ イベント等の実施の扱い 

別添資料１「イベント等の実施の扱い」 

４ 公立学校向け対策 

別添資料２「県教育委員会における今後の教育活動等について」 

 



 

 

 

イベント等の実施の扱い 

 
新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた県の基本方針のうち「３イベント等

の実施の扱い」について、県が主催するイベント等については、県民、事業者、医療・

福祉従事者等の方々への支援等のために職員を確保する観点から、次のとおりとする。 
 

１ 対象期間 

令和４年３月 31 日まで 

 
２ 対応 

（１）県民が参加するイベント等 

原則、中止又は延期とする。 
ただし、中止・延期することが困難なものは「新型コロナウイルス感染症対策

の神奈川県対処方針」の定めによるとともに、感染症拡大予防策（※）等を施し

たうえで、開催することができる。 
なお、開催にあたっては、「ＬＩＮＥコロナお知らせシステム」の二次元バーコ

ードの活用や、参加者の氏名・連絡先の把握に努めるなど、感染発生時の参加者

への連絡体制を構築するものとする。 
 
（２）会議・研修等 

不要・不急の会議・研修等については、原則、中止又は延期とする。 
なお、開催せざるを得ない会議・研修等は、まず電子会議への切替え、書面開

催を検討し、難しい場合には、規模の縮小、時間の短縮、座席間隔の確保や間引

き等を行い、感染症拡大予防策（※）を施したうえで開催することができる。 
 
 
 

※感染症拡大予防策 

〇発熱・せき等、かぜの諸症状が見られる方の参加見合わせ 
〇参加者への手洗い、うがい、マスクの着用の徹底（主催者の県職員含む。） 
〇入場時のアルコール消毒液の設置 
〇濃厚接触解消の工夫 
〇人が集まる場の前後も含めた適切な感染予防対策 
〇密閉、密集、密接場面など、クラスター感染発生リスクが高い状況の回避 
〇感染発生の場合の参加者への確実な連絡と行政機関による調査への協力 
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県教育委員会における今後の教育活動等について 
（令和３年９月９日現在）  

 

１ 公立学校における対応について 
（１）県立学校 

緊急事態措置期間中の感染状況、特に感染力が非常に強いデルタ株の影響に鑑み、児童・

生徒の安全安心を確保するため、感染防止対策をより一層強化・徹底しながら対応してい

く。 
＜高等学校、中等教育学校＞  

  ９月 13 日から９月 30 日までは、３年生は週２日、１・２年生は週１日の登校を基本

とする分散登校を実施する。 
・分散登校の実施に当たり、登校する生徒については、朝の時差通学を徹底するととも

に、下校時の混雑回避を図るため、授業については短縮授業とし、全日制課程は 40
分×６コマ、定時制課程は 40 分×４コマでの授業実施を基本とする。 

・登校しない日については、オンラインを活用すること等により学びを継続する。 
＜特別支援学校＞  

９月 13 日から９月 30 日までは、時差通学及び短縮授業を徹底する。 

 

《県立学校における児童・生徒への対応》 

ア 基本的な対応について 

○ 児童・生徒、教職員の感染が確認された場合、保健所による濃厚接触者の特定や消

毒作業などの必要な対応が終了するまでは、臨時休業とする。  
○ 毎朝の検温などの健康観察を行い、発熱等体調不良の症状がある場合は登校せず、

自宅で休養すること、必要に応じて医療機関を受診するよう促す。 

○ 登校に不安を感じている児童・生徒については、その出欠席について柔軟に対応す

るとともに学びの保障に取り組む。 
イ 学習活動について 

○ 感染リスクの高い活動は行わないこととした上で、学びを継続する。 
ウ 部活動について 

○ 原則として中止とする。 
○ ただし、公式大会への参加は可とし、県内の大会等への参加については、大会等

の開催状況、感染症対策等を確認の上、校長の判断の下、その可否を決定する。全

国大会、関東大会等については、今後、開催の有無を確認しながら、別途、校長は

県教育委員会と協議の上、参加の可否を決定する。 
○ 大会等の 14 日前以降については、校長の判断により競技実施における怪我防止

等の視点から必要な活動を認める。その際も、平日の下校時刻は遅くとも 17 時と

し、感染防止対策を徹底する。 
○ 熱中症は命に関わる危険があることを踏まえ、熱中症への対応を優先し、身体的

距離を確保する等の感染防止対策を講じた上で、マスクは外させる。 

エ 学校行事等について 
  ①修学旅行等について 

 ○ 修学旅行等の宿泊を伴う行事については、長時間の移動、集団での宿泊による感

染リスクがあることから、延期又は中止とする。 
  ○ 校外活動は延期又は中止とする。 
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  ②文化祭・体育祭等について 
  ○ 延期又は中止とする。 

③学校説明会等について 
○ 各学校で開催する学校説明会等については、原則として延期する。 

 

 

（２）市町村立学校 

上記の県立学校における対応を踏まえた上で、必要に応じて県教育委員会と協議し、そ

れぞれの地域の実情に応じて短縮授業や分散登校を実施すること、特にオンライン学習を

活用した学びの継続について、市町村教育委員会に協力を要請する。 
 

 
２ 県立社会教育施設における対応について  

 

○ 社会教育施設については、感染防止対策を徹底しながら、緊急事態措置期間中は次の

とおり対応する。 
・博物館・美術館は原則休館のもと、事前予約された方に限り入館を可能とする。 
・図書館は、閉館時間を 19 時までとして、開館する。 

＊県立図書館横浜西口カウンターの開館時間は 13 時～19 時  
・博物館、美術館、図書館における講座等については、原則、延期・中止とし、開催す

る場合は、オンライン開催、もしくは書面開催を基本とする。 
 

 

○ なお、この対応は、今後の本県の感染状況及び国の動向等によって変更することがある。 
○ この対応について、速やかに県立学校、市町村教育委員会、県立社会教育施設に通知す

る。 
 


